
特定非営利活動法人 anifare定 款

第 1章 総 則

(名 称)

第 1条  この法人は、特定非営利活動法人 anifareと いう。

(事務所 )

第 2条  この法人は、主たる事務所を東京都八王子市南浅川町 4030番 地-2階 に

置 く。

(目

第 3条
的)

この法人は、国内において、動物の保護、保護 した動物の心身のケア、社会化

トレーニング及びその里親探 し等、動物の飼育管理の指導など動物愛護 と動物

福祉に関する事業を行い、動物を通 して幅広い社会的情操教育の普及指導及び

他の動物福祉団体の活動に貢献することにより、人間と動物が真に共存共栄で

きる社会の創造に寄与することを目的とする。

(特定非営利活動の種類)

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行 う。

(1)社会教育の推進を図る活動

(2)活

朗

号に掲げる活動を行 う団体の運営又は活動に関

考澤
絡、助言又は援助の

(事業の種類)

第 5条  この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係 る事業とし

て、次の事業を行 う。

(1)動物の保護に関する事業

(2)保護 した動物の里親探 しに関する事業

(3)動物福祉の普及啓蒙活動に関する事業

(4)そ の他目的を達成するために必要な事業

2 この法人は、次のその他の事業を行 う。

(1)動物預 り事業

(2)物品販売事業

(3)ホ ームベージヘの広告掲載事業

3 前項に掲げる事業は、第 1項 に掲げる事業に支障がない限 り行 うものとし、

その利益は、第 1項 に掲げる事業に充てるものとする。

第 2章 会 員

(種 別)

第 6条  この法人の会員は、次の 2種 とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以

下「法」という。)上の社員とする。

(1)正会員  この法人の目的に贅同して入会 した個人及び団体

(2)賛助会員 この法人の目的に賛同じ贅助するために入会 した個人及び団体

(入 会 )

第 7条  会員の入会について、特 に条件 は定めない。

2 会員 として入会 しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書 により、

理事長に申 し込むもの とする。



3 理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限 り、入会を認め

なければならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付 した書

面をもって本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失)

第 9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。

(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡 し、若 しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅 した

とき。

(3)継続 して 1年 以上会費を滞納 したとき。

(4)除名されたとき。

(退 会)

第10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ

とができる。

(除

第 11条

2

名)

会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名す

ることができる。

(1)こ の定款に違反 したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

前項の規定により会員を除名 しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁

明の機会を与えなければならない。

第 3章 役 員

(種別及び定数 )

第 12条  この法人に、次の役員を置 く。

(1)理事 3人以上

(2)監事  1人以上

2 理事のうち 1人 を理事長とし、 1人以上 2人以内を副理事長とする。

(選任等)

第 13条 理事及び監事は、総会において選任する。

2 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若 しくは 3親等以内

の親族が 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内

の親族が役員の総数の 3分 の 1を 超えて含まれることになってはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな

い 。

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務 )

第 14条 理事長は、この法人を代表 し、その業務を総理する。

2 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表 しない。



3 副理事長は、理事長を補佐 し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けた

ときは、理事長があらかじめ指名 した順序によって、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成 し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づ

き、この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行 う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号 の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関 し不正の行

為又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを発見 した場合に

は、これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を

述べること。

(任期等)

第 15条 役員の任期は、 2年 とする。ただし、再任を妨げない。

2 補欠のため、又は増員により就任 した役員の任期は、それぞれの前任者又は

現任者の任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務

を行わなければならない。

(欠 員補充)

第 16条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を 超える者が欠けたときは、遅滞

なくこれを補充 しなければならない。

(解

第 17条

2

任 )

役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す

ることができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

前項の規定により役員を解任 しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁

明の機会を与えなければならない。

(報酬等)

第 18条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。

2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。

3 前 2項 に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第 4章 会 議

(種 別)

第 19条  この法人の会議は、総会及び理事会の 2種 とする。

2 総会は、通常総会及び臨時総会 とする。

(総会の構成)

第20条 総会は、正会員をもって構成する。

(総会の権能)

第21条  総会は、以下の事項について議決する。



(1)

(2)

(3)

に)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

⑩

(10

0
0

定款の変更

解散及び合併

会員の除名

事業計画及び予算並びにその変更

事業報告及び決算

役員の選任及び解任

役員の職務及び報酬

入会金及び会費の額

資産の管理の方法

借入金 (そ の事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除 く。第47

条において同じ。)そ の他新たな義務の負担及び権利の放棄

解散における残余財産の帰属

事務局の組織及び運営

その他運営に関する重要事項

(総会の開催)

第22条 通常総会は、毎年 1回 開催する。

2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の 5分 の 1以 上から会議の目的を記載 した書面により招集の請

求があったとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号 の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集)

第23条  総会は、前条第 2項第 3号 の場合を除いて、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号 の規定による請求があったときは、

その日から30日 以内に臨時総会を招集 しなければならない。

3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書

面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日 前までに通知 しなければ

ならない。

(総会の議長)

第24条 総会の議長は、その総会に出席 した正会員の中から選出する。

(総会の定足数)

第25条 総会は、正会員総数の 2分 の 1以上の出席がなければ開会することはできない。

(総会の議決)

第26条 総会における議決事項は、第23条第 3項の規定によってあらかじめ通知 した

事項 とする。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数を

もって決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案 した場合において、

正会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提

案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。

(総会での表決権等)

第27条  各正会員の表決権は、平等なもの とする。



2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知され

た事項について書面若 しくは電磁的方法をもって表決 し、又は他の正会員を代

理人として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決 した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用について

は、総会に出席 したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に

加わることができない。

(総会の議事録)

第28条  総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い 。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若 しくは電磁的方法による表決者又は表決

委任者がある場合にあっては、その数を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名押

印又は署名 しなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の

意思表示をしたことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、

次の事項を記載 した議事録を作成 しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があったものとみなされた日及び正会員総数

(4)議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(理事会の構成)

第29条 理事会は、理事をもって構成する。

(理事会の権能)

第30条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決 した事項の執行に関する事項

(3)そ の他総会の議決を要 しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第31条  理事会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 2分の 1以 上から理事会の目的である事項を記載 した書面によ

り招集の請求があったとき。

(理事会の招集)

第32条  理事会は、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日から14日 以

内に理事会を招集 しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書

面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日 前までに通知 しなければ

ならない。



(理事会の議長)

第33条  理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決)

第34条  理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によってあらかじめ通知 し

た事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決 し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。

(理事会での表決権等)

第35条  各理事の表決権は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知され

た事項について書面をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決 した理事は、前条及び次条第 1項 の適用については、

理事会に出席 したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に

加わることができない。

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければなら

ない。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあっては、その旨を付記

すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記名

押印又は署名 しなければならない。

第 5章 資 産

(資産の構成)

第37条  この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)財産から生じる収益

(5)事業に伴 う収益

(0 その他の収益

(資産の区分)

第38条  この法人の資産は、特定非営利活動に係 る事業に関する資産、その他の事業

に関する資産の 2種 とする。

(資産の管理 )

第39条  この法人の資産 は、理事長が管理 し、その方法は、総会の議決を経て、理事長

が別 に定める。



第 6章 会 計

(会計の原則)

第40条  この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなければならな

い 。

(会計の区分)

第41条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の 2

種 とする。

(事業年度 )

第42条  この法人の事業年度は、毎年 1月 1日 に始まり、12月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算)

第43条  この法人の事業計画及びこれに伴 う予算は、毎事業年度、理事長が作成 し、総

会の議決を経なければならない。

(暫定予算)

第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立 しないときは、

理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準 じ収

益費用を講 じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立 した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正 )

第45条  予算成立後にやむを得ない事由が生 じたときは、総会の議決を経て、既定予

算の追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第46条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関す

る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成 し、監事の監査を受け、

総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生 じたときは、次事業年度に繰 り越すものとする。

(臨機の措置)

第47条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を

し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更)

第48条  この法人が定款を変更 しようとするときは、総会に出席 した正会員の 4分の

3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項 に規定する事項について

は、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならな

い事項を除 く。)し たときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散 )

第49条  この法人は、次に掲 げる事由により解散する。

(1)総会の決議



(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第 1号 の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分 の 3

以上の議決を経なければならない。

3 第 1項第 2号 の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得な

ければならない。

(残余財産の帰属 )

第50条  この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除 く。)し たとき

に残存する財産は、法第11条第 3項 に掲げる者のうち、総会において議決 した

ものに譲渡するものとする。

(合 併)

第51条  この法人が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分 の 3以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 公告の方法

(公告の方法)

第52条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載 して

行 う。ただし、法第28条の 2第 1項 に規定する貸借対照表の公告については、

この法人のホームベージにおいて行 う。

第 9章 事務局

(事務局の設置)

第53条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができ

る。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置 くことができる。

(職員の任免)

第54条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行 う。

(組織及び運営)

第55条  事務局の組織及び運営に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別

に定める。

第10章 雑 則

(ホロl  貝り)

第56条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ

を定める。

「付 月1

1 この定款は、 この法人の成立の日か ら施行する。

2 この法人の設立当初の役員は、次のとお りとする。



理事長  坂口 孝

理 事  原 健治

理 事 りq)良中 研司
監 事  横田 惟宇

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわらず、この法

人の成立の日から令和9年 3月 31日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわらず、この法人の成立

の日から令和7年 12月 31日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわらず、設立総

会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げ

る額 とする。

(1)入会金 正会員 (個人・団体)10,000円 賛助会員 (個 人・団体)100,000円

(2)年 会費 正会員 (個人・団体)10,000円 賛助会員 (個人・団体)1回 100,000円

(1回 以上)



書式第 1号 (法第 10条 。第 23条関係)

設立・役員変更用

役 :員 名 ;専 (役員名簿及び役員のうち報目を受ける者の名簿)

特定非営利活動法 anifara

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
(ど ちらかにO)

(フ リガナ)
報酬の有無
(ど ちらかにO)

役職名等

氏   名

1

⌒

健里ヵ監事
サカタ・チ  タカシ

有 理事長

坂口 孝

2 〇 監事

ハラ  タンシ・
有

原 健治

3

⌒

Qョヵ監事
ソラナカ  ケンシ・

有

曽良中 研司

4

⌒理事く宝リ
la, al

  
有

横田惟宇

5 理事 。監事 有・無

6 理事・監事 有・無

7 理事・監事 有・無

8 理事・監事 有 。無

9 理事・監事 有・無

10 理事・監事 有 。無



書式第 8号 (法第 10条 。第25条関係)

設立・定款変更用

令和 7年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法 an if are
1 事業実施の方針

令和 7年は、東京都内を主要な活動場所として事業を展開する。
無責任な飼い主による飼育放来やペットショップの流通過程において飼育困難となった犬を保護し、

獣医師の健康チェックを受けてから、新しい飼い主への議渡会などを行っていく。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事 事 の総費用 【284,000】 円

(2 その他の事業 事 の総費用 10 000 千円)

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

日時
定款に記載

された
事業名

事業内容

1,000人 113,60080人 全国民随時

関東地域
他国内各
所

一般家庭か らの保護活
動、プリーダーからの保
護活動、シェルター運営、
保護犬の健康管理

動物の保護に
関する事業

1,000人 113,60040人 全国民随時

関東地域
他国内各
所

インターネットを利用又
は商業施設などでの譲渡
会の実施

保護 した動物
の里親探 しに
関する事業

56,800全国民 1,0∞ 人
関東地域
他国内各
所

80人通年
動物福祉の普
及啓蒙活動に

関する事業

里親会、
~動

物愛護法の勉
強会、こどもポランティ
ア体験 (キ ッザニア的な

もの)    _

従事者
人数

事業費
(千円)

日時 場所事業内容
定款に記載

された
事業名

1,000法人事務
所

3人随時ペ ットを一時的に預かる。動物預り事業

8,000

法人事務
所、イヘ・ン

ト会場、イ
ンターネットな
ど

20人随時チャリテーグッズを法人事務所 。イベント会
場 。インターネット等で定期的に販売する。物品販売事業

事人
所

法
務

2人 1,000随時
ホームページを作成し企業の広告を掲載す

る。

ホ ー ムペ ー

ジヘ の広 告

掲載事業



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係)

設立・定款変更用

令和 8年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法 an if are
事業実施の方針
令和8年は、東京都内を主要な活動場所として事業を展開する。
無責任な飼い主による飼育放棄やペットショップの流通過程において飼育困難となった犬を保護し、

獣医師の健康チェックを受けてから、新しい飼い主への議渡会などを行っていく。

2 事業の実施に関する事項
(1) 定 活動に係る事業 (事業 の総 用 000 千円 )

(2)その他の事業 の総費用 【10,∞0 千 円

事業費
(千円)

従事者

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

日時 場所
定款に記載

された
事業名

事業内容

全国民 1,000.人 113,600随時

関東地域
他国内各

所

80人

一般家庭か らの保護活
動、プリーダーからの保
護活動、シェルター運営、
保護犬の健康管理

動物の保護に
関する事業

1,000人 113,600
関東地域
他国内各
所

40人 全国民随時
保護 した動物
の里親探 しに
関する事業

インターネットを利用又
は商業施設などでの議渡
会の実施

56,80080人 全国民 1,0∞ 人通年

関東地域
他国内各
所

動物福祉の普
及啓蒙活動に
関する事業

里親会、動物愛護法の勉
強会、こどもポランティ
ア体験 (キ ッザニア的な
もの)

場所
従事者
人数

事業費
(千円)

日時事業内容
定款に記載

された
事業名

法人事務
所

3人 1,000随時動物預り事業 ペ ットを一時的に預かる。

法人事務
所、イヘ・ン

ト会場、イ
ンターネットな
ど

20人 8,000随時
チャリテーグッズを法人事務所 。イベント会
場 。インターネット等で定期的に販売する。物品販売事業

2人 1,000随時
法 人 事
務所

ホームページを作成 し企業の広告を掲載す
る。

ホー ムペ ー

ジヘ の広 告

掲載事業



書式第 10号 (法第 10条 。第25条関係)

令和7年度 活動予算書 (その他事業がぬ登場合)

設立・定款変更用

罪営利活n法人anlf●『 ●

単位 :円 :

特定募雷囀活■に係る事婁 その他事彙
合計

全   ■ 小1,・ 合針 0  ■ 小計・合計
科 日

300,αЮ

“

Ю,0∞

●10

“

0,αЮ,000口0,口0,

600,000,000

lQ∝Ю,αD 10,000,000
10.000.000

受取補助金

受取利息

3

正会員受取会費
賛助会長受取会費

受取書附金
施設●受入評価益

事業収益
事業収益
事業収益

:Q`厠0.

276,000,000
10,Oα ).000

10.000,010

2“,0∞,∝Ю

6,000,αЮ

0

20,000,CX)0

200,

13∝Ю,0∞

3,000,000
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10,000,000

10, αЮ

aH.ooo.oα

q 鴫 m,o∞瞑 田口5,

50,000,000
0
0

5,000,000

1",0∞,00q

ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ

叫
叫
面咄吼
叫

Ю
５
２５
∞
１０

"0,0回
1

2

給料手当
役員暉翻
退聰給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設苺評価費用
減価償却費
印刷製本費

役員報酬
給料手当
退1臓綸付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家貸
旅費交通費
減伍償却費

186.●∞.00
10` 0

過年度損益修正益

災書損失
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書式第 10号 (法第 10条・第25条関係)

令和8年度 活動予算書 (その他事業がら二.場合)

設立・定歓変更用

特定鼻雷‖活鵬法人●nifor●
〔単位 :円

営網活nに係る事彙 その他事彙
合計

金  ■ 小計・合計 0  日 小計・含‖
科 目

3∞,000

3(Ю,(XX
“

田.瞑Ю

7(Ю,(厠0,(厠0
700,000,OK)0

10,000,000
10. 10,000,000

受取補助金

受取利息

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取書附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益
事桑収益

27● ∞0,000震日,瞑口,瞑Ю

10,000,000
10,(ЮO,

240,000,0()0

6,∞0,αЮ

0

20,OЮ O,(XК

18,Oα ),0(1,

3,∞0,αЮ

5,000,000
10,000.0ゆ 0

11・ lα,,0口,

:●

55,∞0,000

60,0∞,∝Ю

0

0

5,(XЮ ,αЮ

口5,

1∞,000,0∞
10,000,000
5,0∞ ,∝Ю

25,000,α )0

80,(XЮ,αЮ

10,000,α)0

消耗品

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

水道光係費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

201.300.00(A B

過年度損益修正益

災書損失

・ ・ ・ ②

"1.3∞
.0∞
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設   立   用

書式第6号 (法第 10条関係)

特定非営利活動法人anifare設 立趣旨書

現在の日本では、繁幸街やショッピングモール内にペットショップが存在し、多くのペットは遺明のシ

ョーケースに陳列され販売されています。そして、ペットを衝動的に購入する消費者が一定数おり、その

―部の人が飼青を放楽してしまうなど、無責任な消費者がペットを飼い始め飼青放棄につながるという間

目が起きています。また、ペットショップでは過剰・大量繁殖という利益重視の仕組みによつて殺処分さ

れる大を生み出しやすいという問題を抱えおり、ペットショップの内部環境は開饉的かつ透明性を欠く繁

殖・飼宙状況であり、それに対する法規鋼の実効性も不十分であることから、劣懸な環境下でペットショ

ップを運営する動物取扱業者が少なからず存在し、その流通過程で年間致万頭の子犬が死亡していると言

われています。

一方、海外ではペットシヨツプの在り方に変化が生じておリアメリカの一部の州、イギリス、フランス

では、ペットショップでの大の販売が難止され、世界的にもペットシヨップでの子犬販売や動物販売を祟

止する動きが急速に高まっています。

このような現状を踏まえて、anifaroでは人と動物の共生の観点を見直し、動物福祉を推進することに

よって、無責任な飼い主による飼青放素やペットシヨップの流通過程において飼育困難となった犬を保饉

し、新しい飼い主への醸演機会を拡大することによつて「殺処分のない社会」「ペットショップに依存じ

ない社会」づくりに貢献するだけでなく、保護人がより健康に長生きできる社会基盤 (下記4つの取組)

の構築を目指すことを目的として活動しています。また、新しい飼い主 (里親)は誰でも良いというわけ

ではなく動物福祉の観点から、「飢えと層きからの自由」「不快からの自由」「痛み・傷書・病気からの自

由」「恐怖や抑圧からの自由」「正常な行動を表現する自由」という5つの自由を高い水準で満たしてくだ

きる飼い主に保饉犬を餞菫することによつて、新しい飼い主 (里親)と共に日本における「動物福祉の推

進」に貢献して行きたいと考えNPO法人の設立を決意いたしました。

【保饉大がより健康に長生きできるための取組】

1.全ての保護犬が獣医師の健康チェックを受けてから出演される仕組みを構築する。

2.全ての保饉大が終生まで適切な医療を受けられる仕組みを構彙する。

3.全ての保護犬の食生活と住環境の品質を上げる。

4.保饉大飼育者を増やす。

申請に至るまでの経過

令和 6 年 /2月 5日

令和
` 

年 /2月 /8日

令和 7年 /月 2'日

令和 ク年
`月

′0日

法人設立のための準備会発足

設立準備会の開催

設立準備会の開催

設立総会の開催



令和

′¬

/ ι年 月 2' 日

設立代表者  

氏名 坂 口  孝




